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まえがき

土地の所有者が明らかでないときには、適
正な管理がなされず、治安上衛生上の弊害が
生じる。社会経済的に円滑で適正な土地の利
用が妨げられることにもなる。現在わが国に
は膨大な所有者不明土地が生じており、その
面積は、2016年（令和28年）時点で、410万
haに達し（九州本島の土地面積を上回る）、
経済的には年間1,800億円に及ぶ損失が生じ
たと試算されている＊1。

所有者不明土地の問題を是正するための対
策として、令和3年4月21日に民法等の一部
を改正する法律が成立して同月28日に公布さ
れ、民法が改正された（令和5年4月1日施
行。以下、単に「改正」という）。

ところで、所有者不明土地の問題の多くは、
共有の土地について、共有者の一部が管理の
意欲を失って管理不全に陥ったり、または共
有者の一部の所在が不明であったりすること
から生じている。このような状況に鑑み、今
般の改正では、民法における共有ルールが、
大幅に見直された。主な改正内容は、第1に
共有物の使用・管理の規定の整備、第2に所
在等不明共有者がいる場合の措置の新設、第
3に共有物分割請求訴訟についての判例法理
の条文化である。本稿では、共有の基本事項
を確かめながら、それぞれの改正内容につい
て、検討する。

第 1　使用・管理の規定の整備

1　共有者間の関係
　⑴　使用の対価の償還義務

共有者はそれぞれ持分に応じて共有物を使
用することができる（民法249条1項。以下、
民法の条文は条番号だけを示す）。ただ現実
的には、多くの場合に共有物を使用すること
ができるのは共有者の一部（一部共有者）だ
けである。従来は、共有物を使用しない共有
者に関しては、一部共有者によって「占有に
より持分に応じた使用が妨げられている」と
して、持分割合に応じた占有部分に対応する

「不当利得金ないし損害賠償金の支払」の請
求が認められていたものの（最判平成12.4.7
判時1713号50頁）、使用の対価についての明
文の定めはなかった。

改正では「共有物を使用する共有者は、別
段の合意がある場合を除き、他の共有者に対
し、自己の持分を超える使用の対価を償還す
る義務を負う」として、使用の対価の償還義
務が条文化された（249条2項）。共有不動産
において、一部共有者だけが自ら住居や事業
のためにこれを使用する場合には、共有者間
に対価に関する合意があれば合意にしたが
い、合意がなければ、ほかの共有者に対して、
持分に応じた対価を支払わなければならな
い。

改正民法における共有ルールの見直し

　　　　　山下・渡辺法律事務所　弁護士　渡辺 晋
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　⑵　善良な管理者の注意義務
共有物を使用している一部共有者は、ほか

の共有者との関係では、他人の物を管理して
いることになる。共有物を使用する一部共有
者とほかの共有者との関係については従来条
文はなかったが、改正によって「共有者は、
善良な管理者の注意をもって、共有物の使用
をしなければならない」という定めが新設さ
れた（249条3項）。甲乙共有の建物を、住居
として使用する乙が、建物を火災によって滅
失させ、または粗雑な住まい方によって損傷
させたような場合には、甲は、乙に対して、
善管注意義務の債務不履行や共有持分の侵害
による不法行為に基づく損害賠償請求を行う
ことができる。

　⑶�　一部共有者が使用している場合の
使用方法の変更

共有物の使用は管理の一形態である。各共
有者はぞれぞれ共有物の全部を使用をする権
利を有するけれども（249条）、一方で、共有
者が複数であるために、どのようにして使用
するのかは、管理の決定方法のルールにした
がって、持分の過半数によらなければならな
い（252条1項後段）。

ところで、一部共有者が共有物を使用して
いる場合に、その共有者の同意がなくても、
持分の価格の過半数によって使用方法の変更
を決めることができるかどうか（使用を止め
させることができるかどうか）について、従

来は「他のすべての相続人らがその共有持分
を合計すると、その価格が共有物の価格の過
半数をこえるからといつて（多数持分権者）、
共有物を現に占有する少数持分権者に対し、
当然にその明渡を請求することができるもの
ではない」（最判昭和41.5.19判時450号20頁）
とされ、一部共有者が共有物をほしいままに
単独で使用、収益しているときでも、当然に
は共有物の全部の引渡を求め、または独占的
使用収益行為の差止めを請求することはでき
ないと扱われてきた（東京高判昭和58.1.31判
時1071号62頁）。

しかし、共有者間の決定を経て特定の共有
者が共有物を使用しているときに、その後使
用方法の変更に共有者の全員同意が必要とす
るならば、共有物の利用方法は硬直化する。
また、共有者間の決定を得ずに事実上共有物
を使用している共有者がいる場合には、その
共有者を保護する必要性は高くない＊2。そこ
で、改正によって、「共有物の管理に関する
事項は、各共有者の持分の価格に従い、その
過半数で決する」とする252条1項前段に「共
有物を使用する共有者があるときも、同様と
する」という同項後段が付け加えられた。こ
の条文は、共有物を使用する一部共有者がい
ても、持分の価格の過半数によって利用方法
を変更することができることを明文化したも
のである。甲乙丙の共有不動産（持分は各3
分の1）について、甲が、これを使用してい
る場合において、過半数の持分を有する乙と

変更 軽微変更を除く 共有者全員 251条1項
軽微変更

持分の価格の過半数
251条1項かっこ書き
252条1項管理に関する事項

（使用は管理の一形態）
保存行為 共有者単独 252条5項

（図表）共有物の変更・管理・保存
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丙が使用方法を変更しようと考えるときに
は、甲の同意を得ることなく、両名の決定に
よって甲に明渡しを求め、別の使用方法（た
とえば、第三者に賃貸すること）に変えるこ
とができることになる。

もっとも、実際に共有物を使用する一部共
有者がいる場合において、持分の過半数の決
定によって使用方法を変更しようとするとき
には、一部共有者が重大な不利益を被ること
にもなる。改正では、この点に配慮して調整
を図り、共有者による変更の決定が共有物を
使用する共有者に特別の影響を及ぼすべきと
きは、その共有者の承諾を得なければならな
いという定めを設けた（252条3項）。

特別の影響とは、対象となる共有物の性質
に照らし、決定の変更をする必要性と、その
変更によって共有物を使用する共有者に生ず
る不利益とを比較して、共有物を使用する共
有者に受忍すべき程度を超えて不利益を生じ
させることである（最判平成10.11.20判時
1663号102頁参照）。特別の影響を及ぼすかど
うかは、具体的事案に応じて判断される。共
有物を住居や農地などの生計の手段として用
いている場合には、特別の影響が認められや
すい。たとえば、甲乙丙が各3分の1の持分
で土地（更地）を共有している場合であって、
甲が土地上に自己が所有する建物を建築し
て、その土地を利用し、乙・丙に対して利用
料を支払うと決められていたケースにおいて
は、甲が建物を建築した後に土地を使用する
共有者を乙に変更しようとすることは、甲に

「特別の影響」を及ぼす場合に該当し得ると
されている（民法・不動産登記法（所有者不
明土地関係）等の改正に関する中間試案の補
足説明5頁）。

2 　変更と管理の決定方法
　⑴　軽微変更

各共有者は、他の共有者の同意を得なけれ
ば、共有物に変更を加えることができない

（251条1項）。これは、いずれの共有者も等
しく物の全部についての所有権があることか
ら導かれる考え方であり、改正前後を通じて
一貫している。ただし、変更といっても物に
与えられる影響は多様であって、ほかの共有
者への影響が小さいものもある。そこで、改
正によって、変更行為のうち、形状または効
用の著しい変更を伴わないもの（軽微変更）
は、共有者全員の承諾がなくても、共有者の
持分の価格に従い、その過半数で決すること
ができるものとされた（251条1項かっこ書
き）。
　⑵　賃貸借

賃貸は物の使用のひとつの形態であり、共
有物を賃貸することは、基本的には管理行為
なので、持分価格の過半数によって決めるこ
とができる 。他方で、賃貸が管理行為の範
囲を超えて処分行為となる場合には、全員同
意を要する。改正によって、賃貸が管理行為
の範囲内か、範囲を超えるかにつき、①〜④
の範囲内であれば管理行為の範囲内として、
持分価格の過半数によって決めることができ
ると明記された（252条4項）。

①�樹木の栽植または伐採を目的とする山林
の賃借権等　10年

②�前号に掲げる賃借権等以外の土地の賃借
権等　5年

③建物の賃借権等　3年
④動産の賃借権等　6か月
これらの期間を超える場合には、用途が長

期にわたって限定されて共有者に多大な影響
を及ぼすことから、全員の同意がなければ賃
借権を設定することはできない。
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3 　管理者の制度
共有者が日常的な管理行為について管理者

を決めて事務をまかせておけば、共有物の管
理を円滑に行うことができる。共有物の管理
者を決めることは従来から可能であったが、
民法に条文がなく、選任、権限・義務などが
明確になっていなかった。

改正では、管理者に関する条文が設けられ
た。管理者の選任は、管理に関する事項に含
まれ（251条1項かっこ書き）、管理者は管理
に関する行為をすることができる（252条の
2第1項本文）。管理者が共有物に変更を加
えることは、共有者の全員の同意を得なけれ
ばできない（同条1項ただし書き）。共有物
の変更のうちでも、その形状または効用の著
しい変更を伴わないもの（軽微変更）につい
ては、共有者全員同意を必要とせず、共有物
の管理者がその権限の中で行うことが認めら
れる（同条1項ただし書きかっこ書き）。共
有者が共有物の管理に関する事項を決した場
合には、管理者はこれに従ってその職務を行
わなければならない（同条3項）。共有物の
管理に関する事項の決定がなされていない場
合には、自己の判断で職務を行うことができ
る。

第 2　�所在等不明共有者がいる場
合の措置

1　新たな制度の創設　　
相続した共有不動産が遠隔地にあったり、

その価値が大きくない場合、共有者は不動産
の管理に対して無関心になりがちである。ま
してや数次の相続を経ていると、なおさら不
動産の管理への関心が弱くなる。

人々の生活の中心が都市に置かれ、高齢化
社会が進展している現状のもとにおいて、近
年では、共有者の一部を特定できず、または

その所在を知ることができない共有不動産が
多くなった。

共有者の一部が所在不明の場合、共有不動
産は適切な管理がなされないまま放置されて
しまうし、共有物を処分したり変更を加えた
りすることもできない。このような場合、処
分・変更や管理のために財産管理人を選任す
る方法や失踪宣告を申し立てることも考えら
れるが、費用や手間がかかるので、ほとんど
の場合いずれも現実的な選択肢にならない。
共有物分割請求訴訟を提起し、共有関係を解
消する方策を採ることもできるが、すべての
共有者を当事者としなければならないので手
続上の負担が大きく、共有者の特定ができな
い場合には、訴えの提起すらすることができ
ない。

そのため、改正では、共有者の持分の取得・
譲渡、および共有物の変更と管理について、
新たな裁判の制度が創設された。

2 　持分取得・持分譲渡の裁判
まず共有者が他の共有者を知ることができ

ず（共有者不明）、またはその所在を知るこ
とができないとき（所在不明）（共有者不明
と所在不明をあわせて、「所在等不明」）、裁
判によって、所在等不明共有者の持分につい
て、A1所在等不明共有者以外の共有者が取
得する裁判（持分取得の裁判）の制度、およ
びA2所在等不明共有者以外の共有者に第三
者に譲渡する権限を付与する裁判（持分譲渡
権限付与の裁判）の制度が創設された。

A1持分取得の裁判は、所在等不明共有者
の持分を、所在等不明共有者以外の共有者が
金銭を供託して取得する仕組みである（262
条の2第1項）。共有者が所在等不明共有者
の持分を取得したときは、所在等不明共有者
は、当該共有者に対し、当該共有者が取得し
た持分の時価相当額の支払を請求することが
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できる。
A2持分譲渡権限付与の裁判は、所在等不

明共有者の持分について、所在等不明共有者
以外の共有者に対して、第三者に譲渡権限を
付与する仕組みである（262条の3第1項）。
所在等不明共有者以外の共有者は、自らの持
分だけを第三者に売却することもできるが、
自らの持分だけを第三者に売却すると、多く
の場合に共有減価が生じる＊3。所在等不明共
有者の持分を、所在等不明共有者以外の共有
者の持分ととも譲渡することによって、共有
減価による不利益を受けることなく、共有物
の処分をすることができることになる。

A1持分取得の裁判とA2持分譲渡権限付
与の裁判のいずれについても、遺産共有の場
合には、相続開始から10年を経過していなけ
れば、請求をすることができない（262条の
2第2項、262条の3第2項）＊4。

3 　共有物の変更についての裁判
次にB所在不明などの共有者を除く共有者

だけで共有物の変更を決めることができると
する裁判の仕組みが設けられた （251条2
項）。この裁判を請求することができるのは、
共有者が他の共有者を知ることができず（共
有者不明）、またはその所在を知ることがで
きないとき（所在不明）（所在等不明のとき）

である。所在等不明共有者以外の共有者が裁
判の請求主体となる。

裁判の対象は共有物の変更である。共有物
の変更とは、主に共有物を物理的な形を変え
ることであって＊5、たとえば、農地を宅地に
するための造成工事が、共有物の変更となる。
土地（農地）が甲乙丙共有であり、甲が所在
不明の場合には、裁判所は、甲を除く乙と丙
の合意で農地を宅地にするための造成工事を
行う決定できる、との裁判をすることができ
る。共有持分の譲渡や共有持分への抵当権設
定など、共有者の持分を喪失させる行為は変
更ではないから、裁判の対象とはならない（村
松秀樹＝大谷太「Q＆A令和3年改正民法・
改正不登法・相続土地国庫帰属法」73頁、金
融財政事情研究会）。

裁判がなされた場合には、所在等不明共有
者以外の共有者の全員によって共有物の変更
を決めることができるようになる。

4 　共有物の管理についての裁判
さらにC所在等不明共有者以外共有者、お

よび管理に関する事項の賛否を明らかにしな
い共有者以外の共有者が、共有物の管理に関
する事項を決めることができるとする裁判の
仕組みも設けられた （252条2項1号）。

この裁判は、第1にBの共有物の変更の場

所有者等不明共有者がいる場合 賛否不明共有者が
いる場合

（所有者等不明共有者等がいる場合）

処分
A1.持分取得の裁判（262条の2）
A2.譲渡権限付与の裁判（262条の3） ・・・

（特別の規定なし）

変更
所有者等不明共有者以外の共有者の同意
によって変更を決められる裁判（ 251条2
項）

管理
所有者等不明共有者等以外の共有者の持分の価格の過半数で管理
を決められる裁判（ 252条2項1号・2号）

（図表）所在等不明共有者等がいる場合の措置
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合と同じく、所在等不明の場合（一部共有者
が不明、またはその所在が不明な場合）に利
用することができる。加えて第2に、他の共
有者に対し相当の期間を定めて共有物の管理
に関する事項の賛否を明らかにすべき旨を催
告したのに、当該他の共有者（催告の相手方
となった共有者）がその期間内に賛否を明ら
かにしないときにも、同じく当該他の共有者
を除いて共有者が共有物の管理に関する事項
を決めることができるものとされた（252条
2項2号）（所在等不明の場合と一部共有者
が賛否を明らかにしない場合をあわせて、「所
在等不明等の場合」という）＊6。

共有者が所在等不明等の場合には、当該他
の共有者以外の共有者（所在等不明共有者等
以外の共有者）の持分の価格に従い、その過
半数で共有物の管理に関する事項を決するこ
とができる旨の裁判をすることができる（252
条2項はしら書き）。

所在等不明共有者等以外の共有者（賛否不
明共有者以外の共有者を含む場合）による決
定を認める裁判は、管理に関する事項が対象
である。共有物の形状または効用の著しい変
更を伴う変更や、持分を喪失させることにな
るものは、対象にはならない。

第 3　�共有物分割請求訴訟につい
ての判例法理の条文化

1　分割請求の意義
共有は、ひとつの物（共有物）を対象とし

て、複数の人（共有者）が所有権を有する状
態である。共有者は共有物を介して結合する。
しかし、共有者が結びつくのは偶々権利の対
象が同一物だからであって、共有者間に共通
の目的がない。そのため、共有物は物の利用
改善の配慮がなされない状況におかれる。ま
た、共有者間に共有物の管理・変更をめぐつ

て、意見の対立が生じやすく、いつたん紛争
が生じたときは、共有物の管理や変更に障害
を来し、物の経済的価値が実現されなくなる
おそれがある（最判昭和62.4.22判時1227号21
頁）。このような弊害を除去し、共有者に目
的物を自由に支配させて経済的効用を十分に
発揮させるため、共有者はいつでも共有物の
分割を請求することができるものとされてい
る（256条1項本文）。

共有物分割について共有者間に協議が調わ
ないとき（協議不調）、または協議をするこ
とができないとき（協議不能）は、裁判所に
共有物の分割を請求することができる（共有
物分割請求訴訟、258条1項）。共有関係が所
有者不明土地の問題を生ぜしめる要因となっ
ており、共有解消が問題解決への有意な手法
と考えられることから、改正では、共有物分
割請求訴訟に関する改正がなされた。改正内
容は、①分割請求の要件の整備、②遺産共有
における分割請求、③賠償分割の明記、④分
割方法の選択である。

2 　①分割請求の要件の整備
従来、条文上は協議不調のときに限って訴

え提起ができると定められていたが、協議を
なしえない場合（最判昭和46.6.18判時637号
38頁）、共有者の一部が協議に応じる意思が
ない場合（大阪高判平成17.6.9判時1938号80
頁、東京高判平成6.2.2判タ879号205頁）など、
協議不能の場合にも分割請求の訴えが認めら
れると解されていた。改正では条文が見直さ
れ、協議不調に加え、協議不能の場合にも訴
え提起を認める旨明記されている。

3 　②遺産共有における共有物分割請求
共有には、遺産共有と通常の共有（物権共

有）がある。遺産共有は、相続財産が共同相
続人の共有となる場合における、相続発生後
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遺産分割まで共有者間の関係（民法898条）
であり、通常の共有（物権共有）は、遺産共
有以外の共有である（民法・不動産登記法（所
有者不明土地関係）等の改正に関する中間試
案の補足説明（第１の１（前注）））。

遺産共有は、基本的には通常の共有と同じ
く共有としての性質（249条以下が適用され
る共有）を有するが（最判昭和50�11�7判時
799号18頁）、とはいえ遺産分割までの間、暫
定的に権利を帰属させておく状態にすぎない

（潮見佳男「詳解相続法」240頁、弘文堂）。個々
の財産の帰属は、遺産分割協議（または審判）
を経ることによってはじめて確定する＊7。そ
のため、遺産共有については共有物分割訴訟
は認められないというのが判例法理である

（最判昭和62�9�4判時1251号101頁）。この点に
ついて、従来条文はなかったが、改正によっ
て明文化されている（258条の２第１項）。

ところで、遺産分割の手続きを行う時期に
は制約が設けられていない。遺産分割をせず
に放置しておいても、相続人は不利益を受け
ず、遺産分割の手続きを進めるインセンティ
ブが働かないのであって、このことが所有者

不明土地を発生させる原因のひとつであっ
た。そのため、改正によって、相続開始の時
から10年を経過したときは、相続財産に属す
る共有物の持分についても共有物分割請求を
することができるものとされた（258条の２
第２項本文）。ただし、遺産の分割の請求が
なされ、共有物分割をすることに異議の申出
をしたときは、共有物分割請求は認められな
い（258条の２第２項ただし書き）。異議の申
出は、相続人が共有物分割の請求を受けた裁
判所から請求があった旨の通知を受けた日か
ら２か月以内に裁判所にしなければならない

（258条の２第３項）。

4 　③賠償分割の明記
⑴共有物の分割方法に関する協議が調わない
場合には、その分割を裁判所に請求すること
ができる（258条１項）。

訴訟における分割の方法には、⑴現物分
割、⑵賠償分割（全面的価格賠償）、⑶競売
分割（換価分割）の３種類がある。

（土地をA地とB地に分筆
して、それぞれを甲と乙
の単独所有とする）

（甲→乙に、
乙の持分に相当する
土地の価格を支払う）

（分筆）

甲乙
共有

甲単独
所有

乙単独
所有

Ａ地 B地

土地

（現物分割）

（賠償分割
（全面的価格賠償））

甲単独
所有

（競売代金から費用を
差し引き、持分に応じ
て、甲と乙に分配）

（競売分割
（換価分割）） 競売により

売却→第三者
の所有

共有物
分割

（図表）分割の方法
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⑴現物分割
共有物を物理的に複数に分けて、共有者が

それぞれの物を単独で所有する方法が現物分
割である。甲乙共有土地についてみると、①
土地の中に線を引いて、A地とB地に分け、
②A地の乙持分とB地の甲持分を交換（また
は相互売買）し、A地を甲の単独所有、B地
を乙の単独所有とすることになる（258条2
項1号）。
⑵賠償分割（全面的価格賠償）

共有者のひとりがほかの共有者に賠償金
（代償金）を支払って全部を単独所有とする
方法が賠償分割（全面的価格賠償）である。
甲乙共有土地では、甲が乙に対して、乙の共
有持分に相当する土地の価格を賠償金として
支払い、甲が土地の全部を単独で所有する

（258条2項2号）。
従来は、条文にはないけれども、解釈によ

って賠償分割を認めるのが判例法理であった
（最判平成8.10.31判時1592号59頁）。改正では
これを踏まえて条文が見直され、分割方法を
選択する際に採用可能な方法として、民法に
明記された。
⑶競売分割（換価分割）

共有物を競売によって第三者に売却し、売
却代金について、持分に応じて、共有者で分
ける方法が競売分割（換価分割）である。甲
乙共有土地は競売に付し、競売代金から費用
を差し引いた金額を、甲乙の持分に応じて甲
と乙に分配することになる（258条3項）。

5 　④分割方法の選択
改正において、分割方法について、次の

（STEP 1）と（STEP 2）によって分割方
法を選択することが明文化された。

（STEP 1）
まず、現物分割または賠償分割のいずれか

が可能であれば、いずれかを選択する。

現物分割と賠償分割の間の優先順位の定め
はなく、裁判所の裁量によっていずれの方法
を選択するかが決められる。従来から「裁判
所による共有物の分割の本質は非訟事件であ
って、法は、裁判所の適切な裁量権の行使に
より、共有者間の公平を保ちつつ、当該共有
物の性質や共有状態の実状に合った妥当な分
割が実現されることを期したものと考えられ
るから、すべての場合に当然に現物分割が第
一次的な分割方法となると解するのは相当で
ないというべきである」とされており（東京
地判平成19.2.27-2007WLJPCA02278007）、改
正後の現行民法も、この考え方を前提にして
条文が組み立てられている。
①現物分割

共有物を物理的に複数に分けることが可能
であって、物理的な分割によって価格を著し
く減少させない場合に採用される（258条3
項）。物理的な分割の可能性は、物を2つ以
上に分けたときに、社会通念からみて物とし
ての同一性が失われないかどうかにより判断
される。社会通念上適正な現物分割が著しく
困難な場合も含まれる（最判昭和46.6.18判時
637号38頁）。

建物に関しては、多くの場合に物理的に現
物分割をすることができない。一戸建ての建
物について、性質、形状に照らして、現物を
分割することはできないとされた事例として、
東京地判平成30.8.30-2018WLJPCA08308011、
東京地判平成30.10.30-2018WLJPCA10308016、
東京地判平成31.2.22-2019WLJPCA02188002
などがある。マンションの一室についても、
ほとんどの場合には、物理的にみて、現物分
割は不可能であろう（東京高判平成25.7.25判
時2220号39頁など）。

土地についてみても、土地の価値は利用の
可能性は、土地の広さ・形、高低の状況、接
道、建築法規などによって制約を受けるから、
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建物を建てるための広さが確保できないよう
に細分化されてしまったり、道路に接しなく
なったりするときには、著しい価格減少が生
じるものとされる。現物分割が相当ではない
とされた例として、東京地判平成22.1.25-�
2010WLJPCA01258009、東京地判平成22.10.21-�
2010WLJPCA10218013がある。

なお、現物分割がなされる場合、多かれ少
なかれ価格が減少するが、価格減少が著しく
なければ現物分割は否定されない（東京地判
平成9.1.30判タ968号183頁では、10％程度の
価格低下について、価格減少は著しくはない
とされた）。
②賠償分割（代償分割）

賠償分割が認められるのは、⑴共有物を特
定の者に取得させるのが相当であり、⑵共有
物の価格が適正に評価され、⑶共有物を取得
する者に支払能力があって、⑷一部の共有者
に共有物の持分の価格を取得させることとし
ても共有者間の実質的公平を害しない場合で
ある（最判平成8.10.31判時1592号59頁）。

⑴　相当性
価格賠償は、特定の共有者に共有物を取得

させることが相当である場合に認められる。
相当であるかどうかは、考慮対象とされた事
項を広く考慮に入れて、事案に応じてその軽
重を考えて判断がなされる。

⑵　価格の適正な評価
特定の共有者に共有物を取得させることが

許されるためには、その対価が適正に評価さ
れなければならない。不動産鑑定士の不動産
鑑定評価が望ましい方法ではあるが、必ずし
も鑑定評価書が必須というわけではなく、客
観的な資料から価格の適正さが説明されるも
のであれば足りる。

⑶　取得者の支払能力
特定の共有者の共有物の取得が相当であっ

て、価格が適正に評価されても、取得者の現

実の支払が担保されなければ、全面的価格賠
償の決定を行うことは不当である。そのため
に、共有物を取得する者に支払能力があるこ
とも要件とされている。賠償金の支払能力が
ある場合には賠償分割が採用されるが（東京
地判令和3.11.9-2021WLJPCA11098012）、支
払い能力がなければ賠償分割は採用されない

（東京地判平成31.1.30-2019WLJPCA01308027）。
⑷　実質的公平性を害しないこと
全面的価格賠償は、以上の⑴〜⑶を踏まえ

て、他の共有者にその持分の価格を取得させ
ることとしても共有者間の実質的公平を害し
ないと認められる特段の事情が存する場合に
認められる。

（STEP 2）
現物分割と賠償分割のいずれかの方法によ

り共有物を分割することができないとき、ま
たは分割によってその価格を著しく減少させ
るおそれがあるときは、競売分割を選択する

（258条3項）。
現物分割ができず、賠償分割による場合で

あっても、賠償分割においては賠償金の支払
いが必要なので、判決において、1次的に賠
償分割の方法を採りつつ、仮に一定期間内に
賠償金が支払われない場合には競売を命じる
という方法が採用されることもある（東京地
判令和2.10.29-2020WLJPCA10298028）。

第 4　まとめ

従来は、共有になっていることがデッドロ
ックになり、不動産の適正な管理や有効な利
用が阻害されていたことが多かった。改正に
よって設けられたさまざまな仕組みは、いず
れもこの状況を打開するための有用な方法と
なる。

しかし、共有という法律関係は思いのほか



27

RETIO.  NO.129  2023年春号  

複雑であって。民法の条文も、一読しただけ
ではその意味するところを理解することは容
易ではない。本稿が、新たな民法を活用して
共有関係を改善するための参考になるのであ
れば望外の幸せである。

＊ 1  所有者不明土地の面積算出と経済的な損失の
試算は、所有者不明土地問題研究会の報告による。
所有者不明土地問題研究会は、増田寛也東京大学
公共政策大学院客員教授を座長として一般財団法
人国土計画協会内に設けられた研究会である。
＊ 2  従来から共有物を使用する共有者が、従前平
穏に占有していた共有者の占有を排除して占有を
開始していたような場合には、保護を受けないも
のとされていた（仙台高判平成4.1.27金商906号
26頁）。
＊ 3  不動産全部を売却する場合の価格と不動産の
持分だけを売却する場合の価格を比較すると、持
分については共有関係にともなう使用の制限を受
けざるを得ないことから、持分だけの売却のほう
が、売買価格（不動産の価値）において、不利に
なる。持分であることを原因として需要が限定さ
れることから予想される場合の減価修正が、共有
減価といわれる。
＊ 4  遺産共有の場合、相続開始から10年を経過し
ていなければ請求をすることができない理由は、
遺産共有の状態にある場合には、相続人には法定
相続分または指定相続分の割合に応じた共有持分
を超える利益を有し（具体的相続分の割合による
分割）、また、民法906条の示す基準にしたがい、
遺産分割手続（協議・審判）によって遺産全体を
一括して分割できる機会をもつことができるとい
う固有の利益を有するのであって、これらの利益
は相続開始後10年間は保護されるべきだからで
ある（904条の 3参照）。
＊ 5  共有物の管理については、所在等不明共有者
だけではなく、賛否不明共有者をも除外する仕組
みが設けられているが（252条 2項 2号）、共有
物の変更については、賛否不明共有者を除外する
仕組みは採用されていない。
＊ 6  賛否を明らかにするよう催告を受け、意見を
述べる機会を与えられながら賛否を明らかにしな
い共有者は、管理に関する事項の判断をほかの共
有者の判断に委ねていると考えることができる。

＊ 7  共有物分割と遺産分割には、次の違いがある。
①共有物分割は256条以下によりなされ、遺産分
割は906条以下によりなされる。遺産分割は「遺
産に属する物又は権利の種類及び性質、各相続人
の年齢、職業、心身の状態及び生活の状況その他
一切の事情を考慮」するものとされている（906
条）。②分割の対象は、共有物分割では特定の物
であるが、遺産分割は、全ての資産である。③裁
判所による分割の判断は、共有物分割訴訟では判
決であり（管轄は、地方裁判所または簡易裁判所）、
遺産分割は審判である（家庭裁判所。907条 2項）。


